
第18期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

新 株 予 約 権 等 に 関 す る 事 項
業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表
（2019 年 10 月 １ 日 か ら 2020 年 ９ 月 30 日）

株式会社フォーシーズホールディングス

法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト(https://www.4cs-holdings.co.jp/ir/)に掲載することにより、
株主の皆様に提供しております。
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新株予約権等に関する事項
その他新株予約権等に関する重要な事項

当社は、2020年６月12日開催の取締役会において、Ｏａｋキャピタル株式会社(以下
「割当予定先」といいます。)に対する第三者割当の方法により 第15回新株予約権（以下、
「本新株予約権」といいます。）の発行を行うこと（以下、本新株予約権の第三者割当を
「本第三者割当」といいます。）を決議し、2020年６月29日付で払込みが完了しておりま
す。
なお、本招集通知作成時点において、新株予約権の行使はありません。

第15回新株予約権

決議年月日 2020年６月12日

新株予約権の総数（個）※ 18,182

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ ―

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数（株）※ 普通株式 1,818,200

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 495

新株予約権の行使期間 ※ 2020年６月29日から2022年６月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格 495
資本組入額 247.5

新株予約権の行使の条件 ※ （注）７

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会
の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 ※ （注）15

※ 新株予約権の発行時（2020年６月29日）における内容を記載しております。
（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類及び数又はその数の算定方法

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は
1,818,200株とする（本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「割当
株式数」という。）は100株とする。）。ただし、本項第（２）号及び第（３）号によ
り、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整
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後割当株式数に応じて調整されるものとする。
（２） 当社が第10項の規定に従って行使価額（第９項第（２）号に定義する。）の調整
を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整されるものとする。ただし、調整
の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。なお、かかる算式における調
整前行使価額及び調整後行使価額は、第10項に定める調整前行使価額及び調整後行
使価額とする。

調整後割当株式数＝ 調整前割当株式数×調整前行使価額
調整後行使価額

（３） 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第10項第（２）号及び第
（５）号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と
同日とする。

（４） 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日
までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株
式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。た
だし、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日
以降速やかにこれを行う。

２．本新株予約権の総数 18,182個
３．各本新株予約権の払込金額 本新株予約権１個につき金300円
４．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法
（１） 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価
額に割当株式数を乗じた額とする。また、その計算の結果生じた１円未満の端数は切
り上げるものとする。

（２） 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株
当たりの出資される財産の価額（以下、「行使価額」という。）は、金495円とする。
ただし、行使価額は第10項の規定に従って調整されるものとする。

５．行使価額の調整
（１） 当社は、本新株予約権の割当日後、本項第（２）号に掲げる各事由により当社の
発行済普通株式数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合は、次に定
める算式（以下、「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

調整後
行使価額

＝ 調整前
行使価額 ×

既発行
普通株式数 ＋

交付普通
株式数 × １株当たりの

払込金額
１株当たりの時価

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数
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（２） 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期
については、次に定めるところによる。
①本項第（４）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに
発行し、又は当社の有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含
む。）（ただし、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取
得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる
権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交換又は合併
により当社普通株式を交付する場合を除く。）
調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と
し、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）以降、又はかかる発行もしくは処
分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日
以降これを適用する。
②株式分割により当社普通株式を発行する場合
調整後行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用
する。
③本項第（４）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付す
る定めのある取得請求権付株式又は本項第（４）号②に定める時価を下回る払込金額
をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付された
ものを含む。）を発行又は付与する場合
調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全

部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するもの
とし、払込期日（新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力
発生日以降これを適用する。ただし、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準
日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。
④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に
付されたものを含む。）の取得と引換えに本項第（４）号②に定める時価を下回る価
額をもって当社普通株式を交付する場合調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを
適用する。
⑤本号①ないし③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準
日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本
号①ないし③にかかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これ
を適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本
新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普
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通株式を交付する。

株式数 ＝ 〔
調 整 前
行使価額 － 調 整 後

行使価額 〕 × 調整前行使価額により当該
期間内に交付された普通株式数

調整後行使価額
この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

（３）行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１
円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。ただし、その後に行使価額の
調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の
調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

（４）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２
位を切り捨てるものとする。
②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立
つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の東京証券取引所におけ
る当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、平均値の計算は、
円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。
③行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与
えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行
使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数か
ら、当該日において当社が保有する当社普通株式を控除した数とする。また、本項第
（２）号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する交付株式数は、基準日において当
社が保有する当社普通株式に割当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

（５） 本項第（２）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に
は、当社は、必要な行使価額の調整を行う。
①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行
使価額の調整を必要とするとき。
②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生等に
より行使価額の調整を必要とするとき。
③行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必
要があるとき。

（６） 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日まで
に、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、
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調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。ただし、本
項第（２）号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことがで
きない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

６．本新株予約権の行使期間
2020年６月29日（本新株予約権の払込み完了以降）から2022年６月28日までとす
る。ただし、第13項に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合、当
社が取得する本新株予約権については、取得日の前日までとする。

７．その他の本新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はできない。

８．本新株予約権の取得事由
本新株予約権の割当日以降、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値が20取引日連続して、当該各取引日に適用のある行使価額（本要項第９項第（２）
号に定める行使価額とする。ただし、行使価額が第10項によって調整された場合は調
整後の行使価額とする。）の180％を超えた場合、当社は、当社取締役会が別途定め
る日（以下、本項において「取得日」という。）の２週間前までに本新株予約権者に
対する通知又は公告を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個につき
金300円で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することがで
きる。なお、本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法
として当社取締役会が決定する方法により行うものとする。

９．新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

１０．新株予約権証券の発行
当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。

１１．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
に関する事項
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の

額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分
の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額
とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資
本準備金の額とする。

１２．新株予約権の行使請求の方法
（１） 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書
に、必要事項を記載してこれに記名捺印したうえ、第11項に定める行使期間中に第
18項記載の行使請求受付場所に提出しなければならない。
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（２） 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、前号の行使請求書の提出
に加えて、本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第
19項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。

（３） 本新株予約権の行使の効力は、行使請求に要する書類が第18項に定める行使請
求受付場所に到着し、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭
の全額が第19項に定める払込取扱場所の口座に入金された日に発生する。

１３．行使請求受付場所
株式会社フォーシーズホールディングス 財務経理部

１４．払込取扱場所
みずほ銀行 福岡支店

１５．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株
式交換又は株式移転をする場合の本新株予約権の取扱い
当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式
交換又は株式移転（以下、総称して「組織再編成行為」という。）をする場合、当該
組織再編成行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下、「残存新株
予約権」という。）を有する本新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号の
イないしホに掲げる株式会社（以下、総称して「再編成対象会社」という。）の新株
予約権を、次の条件にて交付するものとする。この場合においては、残存新株予約権
は消滅するものとする。
①交付する再編成対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数を基準に、組織再編
成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。
②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類
再編成対象会社の普通株式とする。
③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。
④新株予約権を行使することのできる期間
第11項に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行
為の効力が生ずる日のいずれか遅い日から、第11項に定める本新株予約権を行使す
ることができる期間の満了日までとする。
⑤新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備
金に関する事項
第16項に準じて決定する。
⑥新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
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第９項に定める行使価額を基準に組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定
される価額に、交付する新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式
の数を乗じて得られる価額とする。
⑦その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得事由及び取得条件
第12項及び第13項に準じて決定する。
⑧譲渡による新株予約権の取得の制限
新株予約権の譲渡による取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要す
るものとする。
⑨新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数
がある場合には、これを切り捨てるものとする。

１６. その他
（１） 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる

場合には、当社は必要な措置を講じる。
（２） 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。
（３） その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。
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業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要は以下のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役会規程・監査役会規程の見直しを行い役員の倫理に関する不足事項があれば改定

し、必要に応じ弁護士を起用し法令定款違反行為を未然に防止する。取締役が他の取締役
の法令定款違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び取締役会に報告するなどガバナン
ス体制を強化する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制
取締役会等の重要な会議の議事録のほか、各取締役が職務権限基準に基づいて決裁した

文書等、取締役の職務執行に係る情報は、法令ならびに文書管理規程の定めるところによ
り、文書または電磁的媒体に記録し、検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要
に応じて10年間は閲覧可能な状態を維持することとする。

（３）当社及び当社子会社のリスク（損失の危険）の管理に関する規程その他の体制
① 当社グループは、業務執行のリスクとして、以下イからハのリスクを認識し、その把握
と管理についての体制を整えることとする。

　 イ．事業を遂行する上でのリスク
　 ロ．事業体制についてのリスク
　 ハ．投融資等についてのリスク
② 当社グループのリスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、リスクについて
管理責任者を設定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生し
た場合は、各社の社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び弁護士等
を含む外部アドバイザリーチームを編成し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれ
を最小限に止める体制を整える。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を基礎として、取締
役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の
経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に経営会議において議論を行
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い、その審議を経て執行決定を行うものとする。
② 取締役会の決定に基づく業務執行については、取締役会規程において、それぞれの責
任、執行手続きの詳細について定めることとする。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス基本理念を定め、内部統制シス
テムの構築・維持・向上を推進するとともに、その組織として内部監査室を強化する。

② 取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する事実についての
社内報告体制として、社内通報システムを整備し、社内通報規程に基づきその運用を行
うこととする。

③ 監査役は当社の法令遵守体制及び内部者通報システムの運用に問題があると認めたとき
は、意見を述べるとともに、改善案の策定を求めることができるものとする。

（６）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、関係会社管理規程に基づき、対象となる子会社の事業運営について、その自主
性を尊重しつつ、当社における合議・承認事項及び当社に対する報告事項等を明確に
し、その執行状況をモニタリングする。取締役は、子会社において、不正行為又は法令
及び当該子会社の定款、社内規程等に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上
疑義のある事実を発見した場合、代表取締役社長及び取締役会並びに監査役に報告す
る。

② 子会社は、当社による経営管理、経営指導において、不正行為又は法令及び定款、社内
規程等に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見した場
合、当社コンプライアンス委員会又は内部監査室に報告するものとする。同委員会は、
直ちに意見等を付して代表取締役社長及び取締役会並びに監査役にこれを報告する。監
査役は、これにつき意見を述べるとともに、その改善を求めることができる。

（７）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関す
る事項
① 監査役の職務を補助すべき使用人として、内部監査室員から監査役補助者を任命できる
こととする。監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異
動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、
取締役からの独立を確保するものとする。
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② 監査役補助者に任命された者は業務の執行にかかる職務を兼務しないこととする。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及
び報告者に対する不利な取り扱いを禁止する体制
① 内部監査規程を定めることとし、当該規程に基づき、取締役及び使用人は当社の業務又

は業績に影響を与える重要な事項について監査役にその都度報告するものとする。前記
に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めるこ
とができることとする。

② 社内通報規程の定めに従い、その適切な運用を維持することにより、法令違反その他コ
ンプライアンス上の問題について、監査役への適切な報告体制を確保するものとする。

③ 当社は、監査役又は監査役会に上記①又は②の報告を行った者に対し、社内通報規程に
基づき、報告をしたことを理由とする不利な取扱いを禁止することとする。

（９）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
監査役が職務の執行について生ずる費用等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執
行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等の償還請求に応じることと
する。

（10）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、監査役会設置会社として、監査役監査が実効的に行われることが可能となるよ

う、次の取組みを行う。
① 実効的な監査が行われるようにするため、監査役は、監査役会への出席に際し、事前に
付議事項について報告を受けることとする。また、監査役は、当会社の重要会議に出席
するほか、協議・決定された社長決裁（稟議）事項及び報告事項について書類を閲覧
し、報告を受けることとする。

② 当社は、監査役監査基準を制定し、監査役の職責と心構えを明らかにするとともに、監
査体制のあり方並びに監査に当たっての基準及び行動の指針を定めるものとする。ま
た、監査役会に関しては、監査役会規程を制定し、招集等の手続き、監査報告書の作成
要領、決議・報告・協議を要する事項等、監査役会に関する事項についての定め、その
適正な運営及び審議の充実を図るものとする。

③ 監査役は、取締役との定期的な協議、内部統制事務局及び内部監査部門との意見交換等
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を通じて、執行部門との意思疎通を十分に図るものとする。
　
（11）反社会的勢力排除のための体制

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して、会社組織と
して毅然とした姿勢で臨み、不当・不法な要求に応じないことはもちろん、一切の関係を
遮断することとする。
反社会的勢力及び団体に対しては毅然とした姿勢で臨むことを明らかにするため、リス

ク管理規程において、これを明確にリスクとして記載し対応担当部門を明らかにする。警
察当局、関係団体などと十分に連携し、反社会的勢力及び団体に関する情報を積極的に収
集するとともに組織的な対応が可能となるよう体制の整備を進める。
　

（12）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記に掲げた内部統制システムの基本方針に基づき、以下の具体的な取り組み

を行っております。
① 当社は、取締役会を毎月開催し、各子会社における職務の執行状況の報告を受け、取締
役及び監査役との情報共有並びに当社グループ全体の経営管理を行っております。

② 当社は、コンプライアンス委員会を四半期に１度開催し、コンプライアンス上のリスク
等について情報の共有を行っております。

③ 財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部監査室が当社グループの内部監査を実
施しております。

④ 内部監査室が内部監査計画に基づき、当社グループの内部監査を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2019
2020

年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本
新株予約権 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当 期 首 残 高 882,788 349,152 △139,855 △60,244 1,031,840 5,511 1,037,351

連結会計年度中の変動額

連結範囲の変動 △4,181 △4,181 △4,181

新株の発行 50,019 50,019 100,039 100,039

親会社株主に帰属する
当期純損失（△） △464,829 △464,829 △464,829

自己株式の取得 △144 △144 △144

自己株式の処分 345 471 816 816

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 4,786 4,786

連結会計年度中の変動額合計 50,019 50,364 △469,011 326 △368,300 4,786 △363,514

当 期 末 残 高 932,808 399,516 △608,867 △59,918 663,539 10,297 673,837
　

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の数及び名称
　 連結子会社の数 ３社

連結子会社の名称 株式会社フェヴリナ
　 株式会社Ｃｕｒｅ

株式会社ＨＡＣＣＰジャパン
前連結会計年度において非連結子会社であった株式会社ＨＡＣＣＰジャパンは、

重要性が増したことにより当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
また、前連結会計年度において連結子会社であった株式会社サイエンスボーテ

は、2019年10月１日付で当社の連結子会社である株式会社フェヴリナを存続会社
とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

　
（２）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。
　

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
　
（４）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 たな卸資産
・商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）
・原材料及び貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 イ．有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得する建
物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～15年
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　 ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・顧客関連資産 13年の定額法によっております。
・のれん ５～13年間の定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度
負担額を計上しております。

ハ．返品調整引当金 連結会計年度末日後の返品による損失に備えるため、返品見込額に対す
る売上総利益相当額を計上しております。

ニ．ポイント引当金 顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当連結会
計年度末において将来発生すると見込まれる額を計上しております。

ホ．株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、発生すると見込まれる額を合理
的に見積り計上しております。

④ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．追加情報
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り
当社グループは、新型コロナウイルス感染拡大により、既存顧客の買い控え、インバウンド需要の低迷、

緊急事態宣言発令による営業先店舗の閉鎖や時間短縮などにより、売上高の減少等の影響を受けておりまし
たが、緊急事態宣言解除後は、徐々にではありますが一定の回復が見られております。
しかしながら、コロナウイルス禍の影響は根強く、依然として個人消費は力強さを欠き、経営環境は厳し

い状況が続くと予想しております。
したがって、当社グループは、2021年９月期の一定期間にわたり当該影響が継続するものという仮定に

基づき、会計上の見積りを行っております。
なお、本感染症の収束時期等の変動によって、当社グループの財政状態並びに経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産
定期預金 150,316千円

② 担保に係る債務
短期借入金 100,000千円
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 50,059千円
計 150,059千円

　
（２）有形固定資産の減価償却累計額 119,364千円

（３）保証債務
次の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。
クレイトン・ダイナミクス株式会社 100,000千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項
　

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 6,973,470株 202,100株 ―株 7,175,570株

（変動事由の概要）
第三者割当増資による増加 202,100株

（２）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

　 該当事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

　 該当事項はありません。

（３）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の
　 種類及び数
　 普通株式 1,847,200株

　

５．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、事業計画に照らして、必要な資
金を銀行借入により調達しております。
売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内規程に沿ってリスク低減を図っております。借入金の使途はグ

ループの運転資金であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

― 16 ―

2020年11月19日 13時21分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（２）金融商品の時価等に関する事項
2020年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。
　

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

① 現金及び預金 1,119,460 1,119,460 ―

② 受取手形及び売掛金 157,575 157,575 ―

資産計 1,277,036 1,277,036 ―

① 買掛金 83,921 83,921 ―

② 短期借入金 400,000 400,000 ―

③ 長期借入金 ※ 574,915 577,841 2,926

④ リース債務（流動） 183 183 ―

負債計 1,059,020 1,061,946 2,926
　

※ １年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

金融商品の時価算定方法
資産
① 現金及び預金 並びに②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。
　
負債
① 買掛金、② 短期借入金 及び④ リース債務（流動）
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。
③ 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。
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６．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 94円99銭
（２）１株当たり当期純損失 68円02銭

７．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
　

（2019
2020

年
年
10
９
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利
益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 882,788 348,109 1,042 349,152 919 △304,490 △303,570 △60,244 868,125

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 50,019 50,019 50,019 100,039

当期純損失（△） △316,205 △316,205 △316,205

自己株式の取得 △144 △144

自己株式の処分 345 345 471 816

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 50,019 50,019 345 50,364 ― △316,205 △316,205 326 △215,495

当 期 末 残 高 932,808 398,129 1,387 399,516 919 △620,696 △619,776 △59,918 652,630
　

新株
予約権

純資産
合計

当 期 首 残 高 5,511 873,636

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 100,039

当期純損失（△） △316,205

自己株式の取得 △144

自己株式の処分 816

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 4,786 4,786

事業年度中の変動額合計 4,786 △210,708

当 期 末 残 高 10,297 662,927
　

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得する

建物附属設備については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ４～15年

（３）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度負担
額を計上しております。

ハ．株主優待引当金 株主優待制度に伴う支出に備えるため、発生すると見込まれる額を合理
的に見積り計上しております。

（４）消費税等の会計処理
　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産
定期預金 50,059千円

② 担保に係る債務
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 50,059千円
　

（２）保証債務
次の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。
株式会社Ｃｕｒｅ（子会社） 140,001千円
クレイトン・ダイナミクス株式会社 100,000千円

（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 1,454千円
短期金銭債務 35千円

　
（４）有形固定資産の減価償却累計額 12,309千円

　
　

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 365,640千円
営業取引以外の取引による取引高 6,896千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び数

　

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普 通 株 式 191,590株 290株 1,500株 190,380株
（変動事由の概要）
単元未満株式の買取による増加 290株
単元未満株式の売却による減少 ―株
新株予約権行使による減少 1,500株

　
　
５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
税務上の繰越欠損金 79,453千円
その他 238,861千円
繰延税金資産小計 318,314千円
評価性引当額 △315,221千円
繰延税金資産合計 3,093千円

（繰延税金負債）
建物造作物（資産除去債務） △4,108千円
その他 △209千円
繰延税金負債合計 △4,317千円
繰延税金負債の純額 △1,224千円

　

― 22 ―

2020年11月19日 13時21分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



６．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

　

種類 会社等の名称
議決権等
の所有
（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱フェヴリナ
所有
直接
100％

経営指導
資金の援助
役員の兼任

経営指導料等
の 受 取 （注）
１

219,000 － －

貸付金の回収
（注）２ 19,999

関係会社
長期貸付金
（注）２

331,666

利息の受取
（注）２ 2,184 － －

子会社 ㈱Ｃｕｒｅ
所有
直接
100％

経営指導
資金の援助
債務保証

経営指導料等
の 受 取 （注）
１

101,040 － －

貸付金の回収
（注）２ 34,791

関係会社
短期貸付金
（注）２

85,505

利息の受取
（注）２ 4,027

関係会社
長期貸付金
（注）２

139,719

銀行借入に対
する債務保証
（注）３

140,001 － －

子会社 ㈱ＨＡＣＣＰジ
ャパン

所有
直接
98％

資金の援助
役員の兼任

経営指導料等
の 受 取 （注）
１

600 － －

貸付金の回収
（注）２ －

関係会社
短期貸付金
（注）２

100,000

利息の受取
（注）２ 683 － －
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．経営指導料等に関しては、毎期交渉の上決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入
れておりません。

３．当社は、株式会社Ｃｕｒｅの銀行借入に対して債務の保証を行っております。なお、保証料は受取っ
ておりません。

　

７．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額 93円43銭
（２）１株当たり当期純損失 46円27銭
　
　

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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